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日本経済再生に資する
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おいて、定期航空協会が提出した資料と同じものです。
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日本経済再生のために

経済活動のグローバル化
アジアを中心に活発な人流・物流

【国際航空ネットワーク】
経済のグローバル化に対応し

世界の成長力を取り込む

【国内航空ネットワーク】
地域の主体的な経済成長を促し

内需を拡大する

日本経済再生のために

世界の成長力を 『日本に取り込む国際航空ネットワーク』 と

『地方都市に行き渡らせる国内航空ネットワーク』 が重要

それらを担う本邦航空会社の果たす役割は大きく

① 『政策としてインフラ利用コストの低減』

② 『本邦航空会社の体力強化（自助努力）』

③ 『国内地方ネットワーク維持のための工夫』 が必要

長期に亘る日本経済の低迷
少子高齢化・人口減少

首都圏への一極集中
経済・産業の空洞化

世界

日本

地域
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羽田（HND）

成田（NRT）

関空（KIX）

中部（NGO）

北京・上海（PEK・PVG）

ソウル（ICN）

シンガポール（SIN）

香港（HKG）

日本経済再生のために

① 政策としてインフラ利用コストの低減 （国の政策）

空港・航空は人流・物流の基盤インフラであり、大胆な純粋一般財源の投入や

空港運営の効率化等の施策により、大幅に着陸料等の空港使用料を引き下げるべき

我が国が、近隣アジア諸国との熾烈な都市間・空港間競争に打ち克つために
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本邦航空会社が、LCCを含む外国航空会社との航空会社間競争に打ち克つために

競争環境の整備（イコールフッティング）のため、航空機燃料税や

航行援助施設利用料など、本邦航空会社に偏った負担は抜本的に見直されるべき

前提条件
機材 ： ボーイング767-300型機
最大離陸重量 ： 182トン
座席数 ： 214席
搭乗者数（L/F） : 150人（70％）

2912円 （100）

2536円 （87）

2245円 （77）

691円 （24）

660円 （23）

892円 （31）

2014円 （69）

852円 （29）

為替レート （2012年平均値）
１CNY＝12.67円
１KRW＝0.071円
１SGD＝63.91円
１HKD＝10.29円

注） IATA Airport, ATC and Fuel Charges 
Monitor（2013年1月）を基に作成

1人あたり国際線着陸料 （羽田を100とする指数）

日本の空港は空港整備への
利用者負担が重いこともあり
着陸料が高止まりしている。
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日本経済再生のために

② 本邦航空会社の体力強化 （航空会社の自助努力）

≪折れ線グラフ≫≪棒グラフ≫

東日本大震災

JAL経営破綻

リーマンショック

SARS・イラク戦争

米国同時多発テロ
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注） 会員会社（旅客運送事業者）の合計
JALの2009年度は第3四半期まで／２010年度は航空局資料を基に作成
SNAの2012年度は第2四半期まで（通期見通しを含まず）

（見込み）

③ 国内地方ネットワーク維持のための工夫 （地元自治体など関係者の協力）

ボラティリティに強い経営体質へ転換するための自助努力を継続的に実施

航空業界は常にイベントリスクに晒されており、予期せぬリスクへの対応力強化が重大な経営課題。
またネットワーク拡充のためには、機材調達等の大規模投資を可能にする資本力も不可欠であるため

航空会社の自助努力の例
人件費構造改革（賃金制度・退職金・年金制度の見直し、人員数の削減）
経済性の高い機材への更新（燃費の悪い大型機の退役）
航空事業への経営資源の集中（ホテル等の関連事業売却）

①、②をもってしても維持が難しい国内地方路線については、

航空会社の内部補填に頼らない、持続可能な別のしくみが検討されるべき

航空機燃料税の引き下げ効果と
本邦航空会社の自助努力の成果



 競争促進と競争環境の整備（イコールフッティング）はセットで行われることが必要であり、
世界的に見ても高負担である本邦航空会社の公租公課を軽減していただきたい。

日本の空港は、その特徴から料金
体系が硬直的であり、例えば需要
を喚起するために先行して料金を
低く設定するといったことが困難。

日本の空港の特徴

滑走路等航空機運航のための施設と空
港ターミナルビル等施設の管理が分離。

国管理空港の着陸料が特別会計の歳入
として一括管理されている。

着陸料は、中国、韓国をはじめと
する近隣アジア諸国の2倍以上。

基盤インフラである空港の

使用料の大胆な引き下げ

＜＜利用者負担額＞＞

703億円

（平成25年度航空局予算）

航空機燃料税は、航空輸送量の
急激な増加および航空機の高速
化・大型化の急速な進展に伴う空
港整備を目的として創設、拡充さ
れた経緯があり、空港が概成した
今はその役割を終えている。

国内線運航者のみを課税対象者
としているため、国際航空需要に
的確に対応しようとする今の政策
の方向性と照らし合わせても受益
と負担の観点で見直しが必要。

諸外国でも極めて稀な課税。

航空機燃料税の

廃止もしくは大幅低減

＜＜利用者負担額＞＞

566億円

（平成24年度財務省税収見通し）

日本の航空管制料金は、国内線が
航空機の重量と距離で決まり、国
際線は定額制になっている。

一方海外では、国内線・国際線に
関わらず、ICAO推奨体系に則った
距離をベースに重量が加味された
料金体系が一般的。

結果として日本では、国際線よりも
国内線の方が大きく課金されてい
る。

ボーイング777-200型機で東京-札幌間を
飛行した場合、国内線は国際線の約2倍。

本邦航空会社に負担が

偏った料金体系の見直し

＜＜利用者負担額＞＞

1,256億円

（平成25年度航空局予算）

航空機燃料税 着陸料等空港使用料航行援助施設利用料
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公租公課のあり方



空港整備事業費等
1,905億円

 公共事業としての空港整備は、他の社会資本（インフラ）と同様に、純粋一般財源で賄われるべき。

雑収入
546億円

 民間事業者への運営委託（コンセッション）は空港経営改革手法のひとつであり、並行して今の枠
組み（上下分離・特別会計）の中で、運営の効率化、投資の適正化、需要喚起に努めることが必要。

 コンセッションを活用するのであれば、今の枠組みでは困難だがコンセッションであれば可能な
需要喚起策（大胆な着陸料等空港使用料の引き下げなど）を実施すべき。

 空港の独占性や代替不可能性を考慮すると、欧米諸国でも一般的な 「航空会社と空港運営者の
協議を前提としたしくみ」 と 「着陸料等による航空系収入の上限を規制するしくみ」 が必要。

航行援助施設利用料
1,256億円

着陸料等
703億円

航空機燃料税
502億円

純粋一般財源
270億円

維持運営費等
1,372億円

歳出

歳入

非航空系収入
（飲食・物販等）

非航空事業系コスト

航空系収入
（着陸料等空港使用料）

航空事業系コスト

標準原価 上限価格

収
入
拡
大

空港運営権者 航空会社

航空局 第三者機関

規制・契約 監視・勧告

意見料金届出

協議

注）平成25年度航空局関係予算決定概要資料を基に作成

利用料金は維持運営を賄うもの 空港整備事業は純粋一般財源で賄われるべき
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空港整備財源・空港経営改革のあり方



競争激化

 需給調整規制が撤廃された後も、大手航空会社は公共交通機関としての利用者利便確保の
観点から、赤字路線を黒字路線の利益で内部補填し、地方航空ネットワークの維持に努めてきた。

 競争が激化するなか、聖域なきコスト削減、需要に合わせた機種の最適化などの自助努力を
行ってきたものの、航空会社の内部補填による赤字路線の維持は困難を極めている。

路線A

路線D
路線E

路線F

路線B
路線C

路線A
路線B

路線C 路線D
路線E

競争激化

路線F
撤退・減便

内部補填内部補填内部補填

内部補填

内部補填

競争激化

競争激化
内部補填の限界
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黒
字

赤
字

黒
字

赤
字

 既存の離島補助等のしくみは、地方航空ネットワークを支えていくのに十分とはいえず、例えば、
米国EAS（Essential Air Service）のように、地域の重要な足であり、経済活動を支える地方航空
ネットワークが、航空会社の内部補填に頼ることなく維持できるしくみが検討されるべき。

地方航空ネットワーク維持のあり方



 空港を地域活性化の核となるインフラとして活用していくためには、地元自治体が中心となって、
航空利用促進に向けた地域、空港、利用者等関係者の連携強化を図ることが必要。

 空港が地域経済にもたらす効果に着目した受益と負担の適正化が必要であり、国や地元自治体
が空港に投資することで、経済効果や雇用拡大などのリターンを最大化する観点が必要。

空港は地域活性化の核

地域

空港 利用者

非航空系収入等の増加

利用者負担の軽減

ネットワークの充実

集客力の向上

地域経済の活性化 Ｗｉｎ-Ｗｉｎ

航空利用促進策の例

航空会社への搭乗率補償

航空利用促進企業への助成地元自治体によるPR・営業活動

空港へのアクセス改善・助成空港内に行政機関や教育機関を設置

ＭＩＣＥ推進、観光産業の育成

航空会社の営業活動
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多様な主体の連携のあり方


